
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 34,364,337   固定負債 13,559,427

    有形固定資産 32,593,910     地方債等 12,269,187

      事業用資産 9,965,602     長期未払金 -

        土地 3,803,029     退職手当引当金 425,759

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 177,206     その他 864,481

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,520,430

        建物 16,049,455     １年内償還予定地方債等 1,245,335

        建物減価償却累計額 -10,440,097     未払金 49,705

        建物減損損失累計額 -     未払費用 24

        工作物 1,543,963     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -1,183,930     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 151,183

        船舶 713     預り金 34,828

        船舶減価償却累計額 -595     その他 39,354

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 15,079,857

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 35,804,767

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -14,183,754

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 15,859

      インフラ資産 21,935,349

        土地 2,464,679

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,821,175

        建物減価償却累計額 -1,232,210

        建物減損損失累計額 -

        工作物 42,996,574

        工作物減価償却累計額 -25,196,035

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 81,167

      物品 3,010,660

      物品減価償却累計額 -2,317,702

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 13,201

      ソフトウェア 13,201

      その他 -

    投資その他の資産 1,757,226

      投資及び出資金 78,104

        有価証券 205

        出資金 -

        その他 77,900

      長期延滞債権 72,248

      長期貸付金 48,275

      基金 1,583,652

        減債基金 -

        その他 1,583,652

      その他 8,004

      徴収不能引当金 -33,056

  流動資産 2,336,533

    現金預金 664,799

    未収金 229,108

    短期貸付金 -

    基金 1,440,430

      財政調整基金 1,094,657

      減債基金 345,773

    棚卸資産 5,943

    その他 0

    徴収不能引当金 -3,748

  繰延資産 - 純資産合計 21,621,013

資産合計 36,700,870 負債及び純資産合計 36,700,870

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 14,074,951

    業務費用 6,933,552

      人件費 2,374,419

        職員給与費 1,931,044

        賞与等引当金繰入額 61,106

        退職手当引当金繰入額 -220

        その他 382,489

      物件費等 4,279,019

        物件費 2,606,142

        維持補修費 267,022

        減価償却費 1,404,885

        その他 971

      その他の業務費用 280,114

        支払利息 109,328

        徴収不能引当金繰入額 1,308

        その他 169,478

    移転費用 7,141,399

      補助金等 4,527,323

      社会保障給付 2,591,383

      その他 22,693

  経常収益 1,831,015

    使用料及び手数料 1,459,621

    その他 371,394

純経常行政コスト 12,243,936

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,255

    資産売却益 2,255

    その他 -

純行政コスト 12,241,681



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 21,751,854 35,743,243 -13,991,389 -

  純行政コスト（△） -12,241,681 -12,241,681 -

  財源 12,338,731 12,338,731 -

    税収等 7,600,709 7,600,709 -

    国県等補助金 4,738,022 4,738,022 -

  本年度差額 97,050 97,050 -

  固定資産等の変動（内部変動） 213,064 -213,064

    有形固定資産等の増加 1,287,646 -1,287,646

    有形固定資産等の減少 -1,415,670 1,415,670

    貸付金・基金等の増加 520,667 -520,667

    貸付金・基金等の減少 -179,580 179,580

  資産評価差額 -116 -116

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -2,736 2,270 -5,006 -

  その他 -225,039 -153,693 -71,346

  本年度純資産変動額 -130,841 61,525 -192,366 -

本年度末純資産残高 21,621,013 35,804,767 -14,183,754 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 12,724,788

    業務費用支出 5,583,389

      人件費支出 2,384,703

      物件費等支出 2,923,381

      支払利息支出 109,328

      その他の支出 165,977

    移転費用支出 7,141,399

      補助金等支出 4,527,323

      社会保障給付支出 2,591,383

      その他の支出 22,693

  業務収入 13,856,921

    税収等収入 7,512,023

    国県等補助金収入 4,602,094

    使用料及び手数料収入 1,364,786

    その他の収入 378,019

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 678

業務活動収支 1,132,811

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,777,586

    公共施設等整備費支出 1,314,431

    基金積立金支出 441,455

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 21,700

    その他の支出 -

  投資活動収入 426,516

    国県等補助金収入 158,815

    基金取崩収入 234,195

    貸付金元金回収収入 18,700

    資産売却収入 3,545

    その他の収入 11,261

投資活動収支 -1,351,071

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,355,898

    地方債等償還支出 1,206,227

    その他の支出 149,671

  財務活動収入 1,552,026

    地方債等発行収入 1,552,026

    その他の収入 -

財務活動収支 196,127

本年度資金収支額 -22,132

前年度末資金残高 668,771

比例連結割合変更に伴う差額 127

本年度末資金残高 646,766

前年度末歳計外現金残高 19,517

本年度歳計外現金増減額 -1,484

本年度末歳計外現金残高 18,033

本年度末現金預金残高 664,799



2024/3/19

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連結会計　注記

１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価（又は償却原価法（定額法））

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額

        但し、出資先の財政状態の悪化により出資金の価額が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　　　　なお、出資金の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

　　　　むつ湾フェリー株式（出資額１０万円）の価値が５３．２ ％に低下しておりますが、金額僅少につき経過観察するものとしております。

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別原価法（一般会計）

　貯蔵品　最終仕入原価法による原価法（病院事業会計）

　貯蔵品　先入先出法による原価法（水道事業会計）

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　　６年～５０年

　　　　　工作物　１０年～６０年

　　　　　物品　　　２年～２０年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　（ソフトウェアについては、当町おける見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

　③　リース資産

　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　投資損失引当金

　　　計上なし。

　②　徴収不能引当金

　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　③　退職手当引当金

　　　退職手当債務債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

　　　組合における積立金額の運用益のうち平内町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

　④　損失補償等引当金

　　　計上なし。

　⑤　賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法

　①　ファイナンス・リース取引

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　②　オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（平内町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

注　記
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(8)　消費税の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　　ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等（令和4年度における変更点）

(1)　会計方針の変更

　   変更なし。

(2)　表示方法の変更

　   変更なし。

(3)　資金収支計算書における資金の範囲の変更

　   変更なし。

３　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

　  なし。

(2)　組織・機構の大幅な変更

　   なし。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

　  なし。

(4)　重大な災害等の発生

　  なし。

４　偶発債務

(1)　補償債務及び損失補償債務負担の状況

　  なし。

(2)　係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

　   なし。

５　追加情報

(1)　連結対象団体（会計）

(2)　出納整理期間

　　　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

　　　もって会計年度末の計数としています。

(3)　表示単位未満の取扱い

　　　表示単位未満の金額は四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　売却可能資産の範囲及び内訳は、次の通りです。

　　ア　範囲

　   普通財産

　　イ　内訳

　　　　事業用資産　４８，５２７千円（９８６千円）

　　　　土地　　　　４８，５２７千円（９８６千円）

　　　　令和５年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。

　　　　上記の（９８６千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。
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